
 

 

 

                                                                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内経済情勢 

（令和2年4月判断） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 2 年 4 月 27 日 
 

財務省関東財務局 

千 葉 財 務 事 務 所 

 

 

                           

                                     

  

 

 

照会先
 千葉財務事務所　財務課　（TEL：043-251-7213）
   ホームページ http://kantou.mof.go.jp/chiba/



1 

 

 

１．総論 

【総括判断】「県内経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、経済

活動が抑制されるなか、足下で急速に下押しされており、極

めて厳しい状況にある。」 

項 目 前回（2年1月判断） 今回（2年4月判断） 
前回 
比較 

総括判断 
一部に弱い動きがみられるものの、
緩やかに回復しつつある。 

新型コロナウイルス感染症の影響に
より、経済活動が抑制されるなか、
足下で急速に下押しされており、極
めて厳しい状況にある。 

 

（注）2年4月判断は、前回1月判断以降、4月に入ってからの足下の状況までを含めた期間で判断している。 

 

（判断の要点） 

個人消費は新型コロナウイルス感染症の影響により、弱含んでいる。生産活動は足踏みの状況にあったが、

新型コロナウイルス感染症の影響により、足下で減産の動きがみられ始めている。雇用情勢は改善のテンポ

が緩やかになっている。 

 

【各項目の判断】 

項 目 前回（2年1月判断） 今回（2年4月判断） 
前回 
比較 

個人消費 緩やかに持ち直しつつある。 
新型コロナウイルス感染症の影響により、弱含
んでいる。  

生産活動 
持ち直しに向けたテンポが緩やかになってい
る。 

足踏みの状況にあったが、新型コロナウイルス
感染症の影響により、足下で減産の動きがみら
れ始めている。  

雇用情勢 改善している。 改善のテンポが緩やかになっている。 
 

設備投資 元年度は増加見込みとなっている。 元年度は増加見込みとなっている。  

企業収益 元年度は減益見込みとなっている。 元年度は減益見込みとなっている。  

企業の 

景況感 
「下降」超で推移している。 「下降」超で推移している。  

住宅建設 前年を下回っている。 前年を下回っている。  

公共事業 前年を下回っている。 前年を下回っている。 
 

 

【先行き】 

先行きについては、新型コロナウイルス感染症の影響による極めて厳しい状況が続く見込みであり、さら

なる下振れリスクにも十分注意する必要がある。 

 



2 

 

２．各論 
 個人消費 「新型コロナウイルス感染症の影響により、弱含んでいる。」 

スーパー、コンビニエンスストア及びドラッグストア販売額は前年を上回っているものの、百貨店販売額
及び乗用車の新車登録届出台数は前年を下回っているほか、新型コロナウイルス感染症の影響により、娯楽
業や宿泊業等の集客数が落ち込んでいることから、全体としては弱含んでいる。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 1,2 月は暖冬の影響による青果の相場安の影響もあって客単価が低位であったものの、3 月後半以降は外出自粛要請により、家庭内
食需要の高まりがあったことで客単価も伸びたことから、前年を上回っている。（百貨店・スーパー、中小企業） 

➢ 1 月は暖冬の影響でコートなどの重衣料や手袋などの防寒グッズが苦戦し、2 月は新型コロナウイルス感染拡大防止のため、化粧品
のタッチアップを中止したことで客単価が低位であった。3月以降は営業時間を短縮しているほか、外出自粛要請で客数も減少している
ことから、前年を大きく下回っている。（百貨店・スーパー、中小企業） 

➢ 1 月は販促活動の効果や春節におけるインバウンド需要が好調であったものの、2 月以降は新型コロナウイルスの感染拡大の影響を
受けて予約の伸びが鈍くなるとともに、キャンセルが相次いでおり、客室稼働率は前年を大きく下回っている。（宿泊業、中堅企業） 

➢ 1月は新たなイベントの開催効果もあって集客が好調であったものの、2月下旬から新型コロナウイルスの感染拡大の影響を受けて臨
時休園していることから、客数は前年を大きく下回っている。（娯楽業、大企業） 

 生産活動 「足踏みの状況にあったが、新型コロナウイルス感染症の影響により、足下で減産の動きが  
みられ始めている。」 

生産を業種別にみると、食料品、鉄鋼などが増加しているものの、化学などが減少しており、足踏みの状
況にあったが、新型コロナウイルス感染症の影響により、足下で減産の動きがみられ始めている。 

（主なヒアリング結果） 
➢ 1,2月は新商品が好調であったほか、3月以降は新型コロナウイルスの感染拡大の影響を受けて家庭内食需要（緊急物資として
の買いだめを含む）が高まったことから、生産量は増加している。（食料品、大企業） 

➢ 1,2月は前年に設備トラブルがあった影響から対前年比増となったものの、米中貿易摩擦の影響で自動車向け等の需要が縮小
していることから、生産量の水準自体は高くない。3月は前年並みとなったものの、新型コロナウイルスの感染拡大の影響を受
けて需要への不透明感が増していることから、4月以降は計画の下方修正が生じる可能性が高まっている。（鉄鋼、大企業） 

➢ 3月以降、新型コロナウイルスの感染拡大の影響を受けて需要が減少し、生産量は前年を下回っている。（化学、大企業）  

 

 雇用情勢 「改善のテンポが緩やかになっている。」 

有効求人倍率は１倍を超えているものの、低下している。新規求人数は減少している。 

（主なヒアリング結果） 
➢ 営業時間の短縮や催事の延期等により、非正規社員の求人を減らしている。（百貨店・スーパー、中小企業） 

 設備投資 「元年度は増加見込みとなっている。」 
○ 法人企業景気予測調査（2年1～3月期調査）による元年度の設備投資計画額をみると、製造業では前年比増減
率▲3.7％の減少見込み、非製造業では同23.4％の増加見込みとなっており、全規模・全産業では同21.1％の増加
見込みとなっている。 

 企業収益 「元年度は減益見込みとなっている。」 
○ 法人企業景気予測調査（2年1～3月期調査）による元年度の経常利益（除く「電気・ガス・水道業」、「金融業、
保険業」）をみると、製造業では前年比増減率▲28.3％の減益見込み、非製造業では同▲5.3％の減益見込みとなっ
ており、全規模・全産業では同▲7.9％の減益見込みとなっている。 

 企業の景況感 「『下降』超で推移している。」 
○ 法人企業景気予測調査（2年1～3月期調査）による景況判断ＢＳＩをみると、全規模・全産業で「下降」超で
推移している。2年4～6月期の先行きについては、全規模・全産業で「下降」超で推移する見通しとなっている。 

 住宅建設 「前年を下回っている。」 

○ 新設住宅着工戸数をみると、前年を下回っている。 

（主なヒアリング結果） 
➢ 消費税率引上げや台風などの自然災害に加え、新型コロナウイルスの感染拡大による先行きの不安感もあり、大きな買い物を
控える動きが続いている。（住宅建設、大企業） 

 公共事業 「前年を下回っている。」 

○ 公共工事請負金額をみると、前年を下回っている。 
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[経済産業省]

　

[経済産業省]

　

[経済産業省]

１．個人消費 新型コロナウイルス感染症の影響により、弱含んでいる。
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[経済産業省]

[経済産業省]
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[日本自動車販売協会連合会・全国軽自動車協会連合会]

（注）四半期の金額は一月当りの平均 ［総務省］
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[千葉県]

[千葉県]

[千葉県]

２．生産活動
足踏みの状況にあったが、新型コロナウイルス感染症の影響により、

足下で減産の動きがみられ始めている。
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（注）四半期は期中平均である。 ［厚生労働省・千葉労働局］

［千葉労働局］

［千葉労働局］

３．雇用情勢 改善のテンポが緩やかになっている。
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1.57 1.57

1.49

1.45

0.90

1.00

1.10

1.20

1.30

1.40

1.50

1.60

1.70

30年

10-12月

31年

1-3月

4-6月 元年

7-9月

10-12月 2年

1-2月

31年

2月

3月 4月 元年

5月

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 2年

1月

2月

千葉県

全 国
有効求人倍率（季節調整値・千葉）（倍）

31年

2月
3月 4月

元年

5月
6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2年

1月
2月

雇用保険受給者実人員 14,308 13,999 14,014 15,031 15,134 16,127 16,260 16,195 16,645 16,103 16,449 16,248 15,342

対前年比（右軸） 2.5 0.5 5.1 ▲ 3.9 ▲ 2.0 0.1 ▲ 3.2 1.7 1.5 3.3 10.9 10.7 7.2

▲ 6.0

▲ 3.0

0.0

3.0

6.0

9.0

12.0

10,000

11,500

13,000

14,500

16,000

17,500

19,000

（％）（人） 雇用保険受給者実人員（千葉）

31年

2月
3月 4月

元年

5月
6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2年

1月
2月

新規求人数 30,629 30,473 31,978 30,245 29,656 30,702 30,887 26,749 28,843 29,325 30,274 26,514 27,940

対前月比（右軸） 3.1 ▲ 0.5 4.9 ▲ 5.4 ▲ 1.9 3.5 0.6 ▲ 13.4 7.8 1.7 3.2 ▲ 12.4 5.4

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

（人） 新規求人数（季節調整値・千葉）
（%）
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[千葉財務事務所（法人企業景気予測調査）]

[千葉財務事務所（法人企業景気予測調査）]

５．企業収益 元年度は減益見込みとなっている。

４．設備投資 元年度は増加見込みとなっている。

28.5

21.1

29.8

22.5

18.1

▲ 3.7 ▲ 5.3 ▲ 7.0

29.6

23.4

8.8

▲ 15.1

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

元年10-12月期調査 2年1-3月期調査 元年10-12月期調査 2年1-3月期調査

全産業

製造業

非製造業(％)

▲ 9.9
▲ 7.9

▲ 9.5 ▲ 8.7

▲ 30.1
▲ 28.3

▲ 14.5

9.9

▲ 7.2
▲ 5.3

▲ 20.6
▲ 21.8

▲ 35.0

▲ 30.0

▲ 25.0

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

元年10-12月期調査 2年1-3月期調査 元年10-12月期調査 2年1-3月期調査

全産業

製造業

非製造業

経常利益（前年比・千葉）

（％） （除く「電気・ガス・水道業」、「金融業、保険業」）

令和元年度設備投資計画（前年比・千葉） 大企業

中堅企業

中小企業

大企業

中堅企業

中小企業
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[千葉財務事務所（法人企業景気予測調査）]

７．住宅建設

[国土交通省]

６．企業の景況感 「下降」超で推移している。

前年を下回っている。

29年

1-3月
4-6月 7-9月 10-12月

30年

1-3月
4-6月 7-9月 10-12月

31年

1-3月
4-6月

元年

7-9月
10-12月

2年

1-3月
4-6月 7-9月

全規模 ▲ 2.9 ▲ 4.1 1.2 0.9 ▲ 9.2 ▲ 3.0 0.6 4.5 ▲ 8.1 ▲ 15.4 ▲ 13.2 ▲ 16.7 ▲ 25.0 ▲ 13.2 ▲ 9.7

大企業 ▲ 1.3 6.0 4.8 4.8 ▲ 4.9 3.6 2.4 ▲ 1.2 1.2 ▲ 1.4 2.9 ▲ 16.9 ▲ 18.8 0.0 4.3

中堅企業 ▲ 10.8 ▲ 11.4 2.7 8.8 ▲ 7.6 5.9 8.6 20.6 ▲ 9.2 ▲ 10.6 ▲ 5.6 ▲ 4.1 ▲ 28.2 2.8 11.3

中小企業 0.0 ▲ 5.5 ▲ 1.1 ▲ 4.6 ▲ 12.0 ▲ 8.4 ▲ 2.9 1.5 ▲ 11.5 ▲ 23.6 ▲ 24.2 ▲ 22.9 ▲ 26.4 ▲ 27.0 ▲ 26.4

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

景況判断ＢＳＩ（千葉）

30年

10-12月

31年

1-3月
4-6月

元年

7-9月
10-12月

2年

1-2月

31年

2月
3月 4月

元年

5月
6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2年

1月
2月

持 家（寄与度） 1.5 1.4 2.1 0.2 ▲ 1.9 ▲ 3.2 ▲ 0.8 7.9 3.5 0.4 1.9 0.1 5.7 ▲ 4.3 1.7 ▲ 4.7 ▲ 2.4 ▲ 1.4 ▲ 4.7

貸 家（寄与度） ▲ 8.2 ▲ 8.1 ▲ 10.0 ▲ 8.3 ▲ 3.1 ▲ 2.7 ▲ 8.8 ▲ 7.0 ▲ 7.7 ▲ 14.8 ▲ 8.6 ▲ 7.3 ▲ 0.9 ▲ 15.2 1.9 ▲ 10.1 0.6 1.9 ▲ 6.4

分譲住宅（寄与度） 6.5 9.9 0.9 19.1 ▲ 4.4 ▲ 9.7 16.5 16.2 4.8 ▲ 3.1 0.2 8.8 24.8 23.4 ▲ 9.1 ▲ 5.2 2.9 ▲ 11.3 ▲ 8.4

給与住宅（寄与度） 1.8 1.7 ▲ 3.4 ▲ 0.6 ▲ 2.7 ▲ 3.0 ▲ 0.3 0.1 0.2 ▲ 5.9 ▲ 5.3 ▲ 0.1 ▲ 0.1 ▲ 1.6 ▲ 2.4 ▲ 4.8 0.0 ▲ 6.2 ▲ 0.4

全体（前年比） 1.6 4.9 ▲ 10.5 10.4 ▲ 12.0 ▲ 18.5 6.7 17.2 0.7 ▲ 23.3 ▲ 11.8 1.5 29.4 2.3 ▲ 8.0 ▲ 24.9 1.2 ▲ 16.9 ▲ 19.9

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

新設住宅着工戸数（千葉）

現状判断

上
昇
超

下
降
超

（％ポイント）

見通し

（％）

（前期比「上昇」－「下降」社数構成比）
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８．公共事業

[千葉財務事務所]

[東日本建設業保証株式会社他]

［東京商工リサーチ］

前年を上回っている。

前年を下回っている。

９．倒　産

31年

1-3月
4-6月

元年

7-9月
10-12月

2年

1-3月

31年

3月
4月

元年

5月
6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2年

1月
2月 3月

件 数 69 59 65 69 78 25 17 21 21 19 29 17 19 26 24 28 28 22

対前年比（右軸） 32.7 ▲ 28.9 12.1 9.5 13.0 13.6 ▲ 46.8 ▲ 40.0 31.2 18.7 16.0 0.0 ▲ 20.8 30.0 26.3 7.6 55.5 ▲ 12.0

負債総額（億円） 59 46 153 67 87 22 18 19 9 95 48 10 22 22 23 43 28 16

▲ 100.0

▲ 50.0

0.0

50.0

100.0

0

20

40

60

80

倒産件数（千葉）

（件） （％）

31年

1-3月
4-6月

元年

7-9月
10-12月

2年

1-3月

31年

3月
4月

元年

5月
6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2年

1月
2月 3月

国（寄与度） 2.6 2.6 0.7 3.6 2.9 11.7 ▲ 4.8 6.4 6.9 ▲ 0.9 1.7 1.3 4.5 4.7 ▲ 0.1 5.1 13.1 ▲ 2.3

独立行政法人（寄与度） 0.7 ▲ 6.9 ▲ 8.2 ▲ 12.9 9.9 ▲ 2.3 2.8 ▲ 29.0 4.6 3.9 ▲ 23.3 ▲ 4.7 ▲ 0.9 ▲ 38.2 8.3 ▲ 22.1 3.2 30.8

千葉県（寄与度） 14.1 20.3 0.7 ▲ 0.7 ▲ 7.1 18.1 27.4 31.0 1.8 ▲ 0.3 6.7 ▲ 4.6 ▲ 6.8 2.3 5.3 ▲ 8.5 ▲ 1.4 ▲ 8.5

市町村（寄与度） 7.9 2.8 0.9 ▲ 0.1 ▲ 12.4 27.3 29.9 ▲ 1.9 ▲ 22.5 3.2 11.7 ▲ 12.6 2.2 0.6 ▲ 5.1 ▲ 4.0 4.9 ▲ 23.8

地方公社（寄与度） ▲ 1.3 0.4 ▲ 0.4 ▲ 0.4 0.1 ▲ 0.1 0.1 0.1 1.0 0.3 ▲ 1.3 ▲ 0.0 0.5 ▲ 0.6 ▲ 1.5 ▲ 0.1 ▲ 0.4 0.4

その他（寄与度） 0.3 ▲ 4.0 0.6 ▲ 1.5 6.0 ▲ 7.7 ▲ 1.9 ▲ 8.1 ▲ 2.3 2.4 ▲ 1.6 1.1 ▲ 0.6 2.1 ▲ 9.4 5.5 ▲ 11.2 12.8

合計（前年比） 24.3 15.2 ▲ 5.6 ▲ 12.0 ▲ 0.7 47.0 53.5 ▲ 1.6 ▲ 10.5 8.5 ▲ 6.1 ▲ 19.4 ▲ 1.1 ▲ 29.2 ▲ 2.6 ▲ 24.1 8.2 9.3

▲ 60.0

▲ 40.0

▲ 20.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

公共工事請負金額（千葉）
（％）
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